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	②国
	③埼玉県　関連計画
	④関連計画
	新計画の体系骨子（案）

	
	
	
	
	⑤新計画立案に向けた課題
	⑥基本目標
	⑦施策の方向

	基本理念
高齢者が住みなれた地域で安心して、その人らしく暮らせる支え合いのまち・吉川市

基本目標１
介護予防の推進と健康寿命の延伸
（１）健康づくり・疾病予防の推進
（２）介護予防の普及・啓発
（３）介護予防事業の推進
（４）介護予防支援事業の円滑な移行
（５）介護予防事業の把握・評価事業の取組み
基本目標２
生きがい活動・社会参加の促進
（１）生きがい活動の支援
（２）高齢者の参加・参画による社会活動の支援
基本目標３
地域における自立支援サービスの充実
（１）見守り体制の構築
（２）地域包括支援センターの機能充実 
（３）生活支援サービスの充実 
（４）認知症施策の充実
（５）在宅医療と介護の連携強化
基本目標４
安心と尊厳保持のためのサービスの充実
（１）高齢者福祉サービスの充実 
（２）相談体制の充実 
（３）高齢者の権利擁護の推進
基本目標５
介護保険サービスの充実
（１）居宅サービスの充実
（２）地域密着型サービスの充実 
（３）施設サービスの充実
（４）予防サービスの提供体制の構築
（５）サービスの質の向上のための基盤整備
基本目標６
だれもが暮らしやすいまちづくり
（１）外出しやすい環境づくり
（２）高齢者の暮らしと安全の確保 
（３）住まいの確保
	第７期基本指針のポイント
○高齢者の自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化の推進
○「我が事・丸ごと」、地域共生社会の推進
○平成30年度から同時スタートとなる医療計画等との整合性の確保
○介護を行う家族への支援や虐待防止対策の推進
○「介護離職ゼロ」に向けた、介護をしながら仕事を続けることができるようなサービス基盤の整備

地域包括ケアシステムの強化のための介護保険等の一部を改正する法律案のポイント
Ⅰ　地域包括ケアシステムの深化・推進
　１　自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取組の推進（介護保険法）
　２　医療・介護の連携等の推進（介護保険法、医療法）
　　➀新たな介護施設の創設
　　②医療・介護の連携等に関し、都道府県による市町村に対する必要な情報の提供その他の支援の規定を整備
３　地域共生社会の実現に向けた取組の推進等（社会福祉法、介護保険法、障害者総合支援法、児童福祉法）
　・市町村による地域住民と行政等との協働による包括支援体制づくり、福祉分野の共通事項を記載した地域福祉計画の策定の努力義務化
　・高齢者と障害児者が同一事業所でサービスを受けやすくするため、介護保険と障害福祉制度に新たにサービスを位置づける

Ⅱ　介護保険制度の持続可能性の確保
　４　２割負担のうち特に所得の高い層の負担割合を３割とする。（介護保険法）
　５　介護納付金への総報酬割の導入（介護保険法）

・地域共生社会の実現に向け、地域住民と行政などが協働し、公的な体制による支援とあいまって、地域や個人が抱える生活課題を解決していくことができるよう、「我が事・丸ごと」の包括的な支援体制を整備することが市町村の努力義務になる（必要な支援を地域の中で包括的に提供し、地域での自立した生活を支援するという考え方は、障害者の地域生活への移行や、困難を抱える地域の子どもや子育て家庭に対する支援等にも応用することが可能な概念）

・高度急性期から在宅医療・介護までの一連のサービス提供体制の一体的な確保を図るため、都道府県が作成する医療計画と介護保険事業支援計画の整合性を確保することが必要。

・認知症施策に関する介護保険法改正案等について、「新オレンジプラン」にて、認知症への理解を深めるための地域の普及や啓発、認知症の人の介護者への支援の推進、認知症及びその家族の意向の尊重の配慮を基本的な考え方としている。

・介護離職者ゼロの実現に向けて、在宅サービスや施設サービスの充実や介護人材の確保とともに、介護する家族の就労継続への支援に効果的な介護サービスの在り方等のニーズを把握し、各保険者において、第７期計画に反映していくことが必要である。

「健康日本２１（第２次）」
・「健康日本２１（第２次）」の指標では、平成34年度までに「平均寿命の増加分を上回る健康寿命の増加」を目指すとともに、健康格差の縮小では、策定時の平成22年の健康寿命で男性2.79年、女性2.95年の差がある「都道府県格差の縮小」を目標としている。
	埼玉県高齢者支援計画

第１　 高齢者の健康・生きがいづくりと安心して暮らせるまちづくり

１ 多様な活動支援 
２ 就業の支援 
３ 生涯を通じた健康の確保 
４ 生活の安心・安全 
５ 安心して暮らせるまちづくり 

第2　住み慣れた地域での暮らしを支える体制づくり（地域包括ケアシステムの構築）

１ 在宅サービスの充実 
２ 地域生活を支援する体制整備の促進 
３ 介護予防の推進 
４ 認知症施策の推進 
５ 高齢者の住まいの充実 

第３ 介護保険施設等の整備

１ 特別養護老人ホーム等の整備促進 
２ 有料老人ホーム等の設置 促進 
３ 施設の災害対策 

第４　介護人材の確保・定着

１ 介護人材の確保・育成 
２ 介護人材の定着 
３ 介護人材の専門性の向上

第５　介護保険の円滑な制度運営

１ 介護保険財政の安定支援 
２ 適正な事業運営の確保 

	第５次吉川市総合振興計画後期基本計画
第２章　元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）
第１節 市民が参加する福祉のまちづくり
(1)地域福祉活動の支援
(2)福祉意識の醸成
(3)支援体制の構築
第３節 いきいき暮らせる高齢者福祉の推進
(1)高齢者の社会参加の促進
①生きがいを持って生活できるよう、地域の人たちとふれあえる「地域サロン」事業の拡充など、人との交流を図ります。
②社会参加を促進するため、文化・スポーツ活動や子どもたちとの世代間交流への支援等を行います。
③シルバー人材センターへの支援を行い、生きがいづくりや社会参加の機会の拡大を図ります。
(2)高齢者の日常生活の支援
①生活に不安を抱える高齢者に対し、地域包括支援センターによる様々な支援をはじめ、地域の中での見守り活動を行います。
②自立した生活が送れるよう、家事援助等の生活支援サービスの充実を図ります。
③医療・介護・生活支援サービス等を切れ目なく提供する「地域包括ケアシステム」を構築し、充実を図ります。
④成年後見制度の活用など、権利擁護体制の整備充実を図ります。
⑤高齢者虐待防止法に基づき、迅速かつ適切な保護と支援に努めます。
(3)介護予防の充実
①なまらん体操による地域型介護予防教室を促進するとともに、運動機能の向上や認知症予防など、多様な介護予防事業を推進します。
②全市民が認知症に対して正しく理解できるよう、「認知症サポーター」を養成するとともに、認知症対策を推進し、認知症の早期発見・支援と予防を図ります。
③高齢者自身が、介護保険施設や地域支援事業等の場でボランティア活動を行い、自身の介護予防へと繋げていく「介護支援ボランティア制度」を推進します。
(4)介護保険事業の充実
①介護保険事業が円滑に運営され、要介護等認定を受けた方が必要なサービスを受けられるよう、基盤整備を図り、サービスの質の向上と量の確保に努めます。
②利用者が介護サービスを円滑に利用できるよう、情報を提供していきます。
第３次吉川市地域福祉計画
・近年の少子高齢化の進展によって、独居高齢者や高齢者のみの世帯、ひとり親家庭など世帯構成の人数も縮小している中、地域の支援がより一層求められています。
目標２ 地域の力（共助力）を高める
2-1 地域福祉を支える人材の育成
2-2 地域コミュニティを基盤とした市民活動の推進
2-3 地域のネットワークづくり
	国や県等からの方向性
・重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、『住まい』『医療』『介護』『予防』『生活支援』が一体的に提供される地域包括ケアシステムの深化・推進。

・団塊の世代が75歳以上となる2025年（平成37年）に向け、慢性期医療や介護のニーズが飛躍的に高まると予測される中、医療と介護の一体的な提供の推進

見直しに向けた重点課題
・年々、高齢者人口が増加し、要介護（要支援）認定者や認知症高齢者が増加する中、住み慣れた地域で在宅生活をしていくため、医療・介護・予防・住まい・生活支援を一体的に提供する地域包括ケアシステムを深化・推進していくとともに、地域包括支援センターの機能強化を図る必要があります。

・介護予防・日常生活圏域ニーズ調査では、人生の最後を自宅で迎えたいと思う人が多く、安心して在宅での生活を送ることができるよう、高度急性期医療から在宅医療・介護までの一連のサービス提供体制を一体的に確保していく必要があります。

・現在治療中、または後遺症のある病気は高血圧が最も高くなっており、高血圧が重症化すると脳血管疾患等の生活習慣病や介護を必要とする状態になる場合があります。健康寿命の延伸に向け、健康づくりを促進するとともに、介護予防・重症化予防を推進していく必要があります。

・要介護（要支援）認定者数は年々増加しています。在宅実態調査では、要介護（要支援）認定者の現在抱えている傷病に、「認知症」の割合が最も高くなっており、主な介護者の方が不安に感じる介護等は、「認知症状への対応」の割合が最も高くなっています。介護者の今後も認知症高齢者が増加することが予測される中、認知症予防や認知症の早期発見・早期治療、認知症高齢者とその家族への支援体制を強化することが重要です。

・高齢者単身世帯、高齢者のみ世帯や認知症高齢者等、地域で支援を必要とする人が増える中、今後も地域で安心して暮らしていくために、必要な支援のニーズを把握するとともに見守り・支援体制を強化していく必要があります。また、団塊の世代等、元気な高齢者が多い現状の中で、地域での健康づくり活動やふれあいデイサービス等の活動を通じて、元気な高齢者が担い手として活躍できる仕組みづくりを行うことが重要です。

・在宅実態調査では、働きながら介護を続けていくことが難しいと感じている人もおり、介護者の不安を解消して介護離職とならないよう効果的なサービス提供、介護に取り組む家族等への支援の充実を図ることが重要です。
	１ 地域包括ケアシステムの推進
	（１）地域包括支援センターの機能強化　　［３（２）］
（２）地域における支え合いの推進　　　［３（１）］
（３）在宅医療と介護の連携への対応　　［３（５）］

	
	
	
	
	
	２ 健康寿命の延伸に向けた健康づくりと社会参加型の介護予防の推進

	（１）介護予防・日常生活支援総合事業の基盤整備の推進［１（２）～（５）］
（２）地域の担い手づくりと通いの場の充実　［１（１）］
（３）社会参加型の介護予防の推進　　　　［２（２）］
（４）就労の場・機会の充実
［２（２）］
（５）生きがい活動の推進
［２（１）］

	
	
	
	
	
	３ 認知症高齢者とその家族を支える体制づくり

	（１）認知症予防の推進［３（４）］
（２）相談・支援体制の充実
　　［３（４）］
（３）軽度認知症高齢者の対応
（４）高齢者の権利擁護［４（３）］
（５）家族介護者支援の推進

	
	
	
	
	
	４ 高齢者を見守る地域ネットワークづくり
	（１）高齢者の孤立への対応
（２）単身高齢者、高齢者世帯の増加への対応
（３）地域課題の把握や解決手法の充実強化
（４）高齢者虐待の防止［４（３）］
（５）防災対策の推進　［６（２）］
（６）防犯対策の整備　［６（２）］

	
	
	
	
	
	５　利用者の状態像に応じた介護サービス提供体制づくり
	（１）介護サービスの充実
　　［５（１）～（３）］
（２）介護人材の確保　［５（２）］
（３）制度改正に対応した介護サービスの提供体制の構築
（４）サービスの質の向上
　　［５（４）（５）］

	
	
	
	
	
	６ 高齢者が安心して暮らせる居住環境づくり
	（１）安全して暮らせる住まいの確保
[bookmark: _GoBack]　　［６（１）］
（２）多様な住まいの確保
　　［６（３）］



